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1 H30.11.9 H30.12.6

東京都計量検定所タクシー
メーター深川検査場（30）改
修電気設備その他工事　工事
費内訳一式

47 1
生活文化局計
量検定所管理
指導課

2 H30.12.5 H30.12.6
東京江戸たてもの園（３０）
侵入警報設備改修工事　　工
事費内訳書

8 1
生活文化局総
務部総務課

3 H30.12.4 H30.12.10

私立学校教育助成金調査表（A
表）のうち、１資金収支計算
書（平成29年度決算）　２事
業活動収支計算書（平成29年
度決算）及び３貸借対照表
（平成29年度）（学校法人○
○）

3 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

4 H30.12.4 H30.12.11
特定非営利活動法人○○の平
成19年○月○日付設立認証申
請書類外7件

129 1 1 1

・申請者の郵便番号、住所、氏名及び電話番号、監
事の住所又は居所、設立代表者の住所又は居所及び
氏名、議長及び議事録署名人の氏名、メモ個人名、
社員の氏名及び住所又は居所並びに監事（新任）の
氏名及び住所又は居所
・役員の住所又は居所を証する書面（理事）におけ
る理事の氏名及び住所並びに欄外記載部分以外の部
分、同書面（監事：設立時）における監事の氏名以
外の部分並びに同書面（監事）の記載部分全て
　個人に関する情報で特定の個人を識別できるため
（7条2号）
・印影
公にすることにより、偽造等の犯罪の予防に支障を
及ぼすため（7条4号）

生活文化局都
民生活部管理
法人課

5 H30.11.29 H30.12.12
事務所備付書類の写しの提出
について（平成29年○月○日
付）外1件

8 1 1 1 1 1

・代表役員の印影
　偽造等による犯罪の防止に支障を及ぼすおそれが
あると認められるため（7条4号）
・代表役員の生年月日
　個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため（7条2号）
・責任役員の氏名、生年月日、住所、就任年月日、
退任年月日及び備考
　個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるため（7条2号）
　宗教法人の内部管理に関する情報であり、法人規
則に定める役員任期との比較から役員の再任等の状
況が把握できることとなるため、公にすることによ
る当該法人の権利その他利益が損なわれるおそれが
あるため（7条3号）
・財産目録の区分・種別の中科目及び小科目名（土
地及び建物を除く。）並びに各項目欄の数量、金額
及び備考（基本財産の備考を除く。）
宗教法人の事業活動に関する情報であり、宗教行為
及び信仰に関連する情報が含まれているため、公に
することにより当該法人の権利その他利益が損なわ
れると認められるため（7条3号）
　宗教法人の事務運営に関する情報であり、法人が
規則等に従ってその目的に沿った活動を行っている
ことを所轄庁が把握するために提出を義務づけてい
る書類を公にすることは、法の趣旨、目的に反する
ため、宗教法人の所轄庁への信頼を損ない、宗務行
政の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため
（7条6号）

生活文化局都
民生活部管理
法人課

6 H30.12.4 H30.12.13
30生広情第749号「公文書の開
示請求に係る開示決定につい
て」

90 1 1
（7条2号）開示請求者の氏名、住所及び電話番号に
ついては、個人に関する情報で特定の個人を識別す
ることができるものであるため

生活文化局広
報広聴部情報
公開課

決定区分 （根拠規定）条例7条
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7 H30.12.11 H30.12.18 生活文化局文書保存期間表 42 1
生活文化局総
務部総務課

8 H30.12.11 H30.12.18

「重要なもの」について五ヶ
年以内に保存期間を規定され
たもの以外のものの開示・非
開示決定通知書で保存期間を
超過しているにもかかわず文
書を廃棄していないものの証
拠となる文書等

1
保存期間を超過しているにもかかわらず廃棄されて
いない文書が存在する根拠となる規程等は作成及び
取得していないため

生活文化局総
務部総務課

9 H30.12.11 H30.12.18 生活文化局文書保存期間表 42 1
生活文化局総
務部総務課

10 H30.12.11 H30.12.25

貴局及び東京都知事所轄に各
局における別紙（2018年11月
20日）開示請求書における、
延長海事機関60日間を超過し
て「開示請求書の補正」が依
頼される事例について解答く
ださい。
１　60日間を超過して右記が
依頼される条例等の根拠条
例・通達
２　同右が許されない場合の
具体的な理由・根拠
３　２の場合の罰則規定等の
該当条文、条例等
以上１～３までの全ての証拠
文書等を請求します。以上

1
開示決定等の期限を過ぎた後に、補正を行うことに
ついて規定した公文書を作成及び取得していないた
め

生活文化局広
報広聴部情報
公開課


